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はじめに

　グローバル化は流行語のひとつであり，絶え間なく使用され，濫用されることが多く，この概念を定義する知的努力が為されないことも極めて多い。私はグローバル化に賛成か否かを尋ねられたときには，質問者が何を心に留めているかを見出すように常に心がけている。グローバル化に関する一般的な定義が存在していないために，この質問に回答することは困難である。著者はそれをさまざまなやり方で定義する。歴史家，人類学者，社会学者，あるいは経済学者―各自はグローバル化で何か異なることを意味している。

私はその科学技術的，文化的，イデオロギー的，政治的な波及効果については承知しているが，グローバル化を主として経済的観点から理解しており，そしてそれを基本と考えている。

I. 定義に関する論争

　人によっては，グローバル化は文化の「マクドナルド化」を意味している。我々皆がほぼ同一の服を着て，ほぼ同じもの（ハンバーガーや中華料理）を食べ，同じような音楽を聴き，同じ本を読み，同じ映画（ましなもののときも，よくないもののときもある）を見る。グローバル化は，複雑な相互依存メカニズムと見なすことが可能である。それは，経済的次元だけではなく，ある国家およびそのエリート達が現代社会を発展させるのを助ける一方で，他のものを脇へ押しやり周縁化するという，政治的次元をももつ。

経済的観点からいえば，グローバル化とは最初に自由化が行われて，その後にかつては隔絶していた資本の市場，商品の市場，および（いくらかの遅れと限定的規模で）労働の市場が単一の世界市場へと漸進的に統合される，歴史的な過程を意味している1)。ここには3つのキーワードが存在する。

・それは，歴史的な，従って長く継続する過程である。

・それは，初めに，自由化として現れる。 

・その後，統合として現れる。

科学技術革命の現段階において経済活動の範囲が信じ難いほど拡大するのにつれて，このように新しい特質が生まれている。これは（宇宙探査のように）哲学者達が夢見た結果ではなく，南北アメリカ大陸が発見された結果でもなく（それは発見されて長い間がたつ），仮想領域が創造された結果なのである。IT革命，インターネットの普及が仮想領域の出現を引き起こし，経済活動の大部分が（ほとんどが情報の流れに関係するものであるが，それだけではなく資本の流れ，金融業務と銀行業，教育，何十億ドルもの娯楽産業，その他多くの分野に関係するものも）そこに移っている。インターネット経由では有形の財を送ることは不可能であるが，それを通じて生産方法やノウハウを普及させることや，物を売却したり流通させたりすることは可能である。仮想領域で起こることはすべて，全世界的に起こる。

グローバル化の定義をそのように与えると，次のように尋ねることができる。この過程は都合のよいものか，有害なものか。そして誰に対してか。それを好むべきか，好まざるべきか。それを恐れるべきか，それに満足すべきか。それを支持すべきか，それと戦うべきか。これらの質問に対する明快な答えは存在していないし，これからも存在することは決してないであろう。それはこの世界的な経済・政治のゲームにおける我々の立場や，その固有のリスク及び費用に対処する我々の能力に依存するし，我々がどのようにして利益を最大化し，それがもたらす新しい追加的な機会を利用することができるのかにも依存する。このゲームからの潜在的な利益に接近することは，潜在的な費用にさらされることなしにはできない。もし我々が，世界経済の他の地域に，我々の地域に投資される流入資本に，そして移転される技術に接近したいのであれば，我々はまた国際競争に，世界の他の隅々から来る企業に直面するリスクに，（その唯一の動機が，投資先の場所で発生する制度的あるいは政治的な構造上の弱さを活用することによって利益を最大化することであるような）投機資本の浸透にさらされる必要もある。世界とは本質的にグローバルであるから，世界をグローバル化することは不可能である。従って「世界経済のグローバル化」について話したり書いたりするべきではなく，単純に「経済のグローバル化」とすべきである。

この過程の複雑性のために，グローバル化のジレンマに対しては，この動的で複雑な過程を全体として評価する，方法論的に正しく合理的な方法で接近することが必要である。グローバル化と何が関連し，何が関連しないかを知ることが必要である。グローバル化を原因としてではなく，単に我々が今の時代に生活して行動しているという事実を原因として起こる現象や過程が周辺に数多く存在しているからである。それゆえに因果関係が欠如していることも多い。誰かが職を失うと，次のようにいうかもしれない（また時にそうしているだろう）「全てグローバル化のせいだ」と。しかし，そうなのだろうか。

これを示すには，特定の原因と効果のつながりの存在を証明することが必要である。例えば，労働の自由な移動の文脈の中で，世界の他の地域から来ている修理工が地元の修理工を廃業に追いやっている，というように。この種の議論はよく聞かれたものであり，例えばフランスでは，欧州憲法に関する国民投票に先立つキャンペーンの間，フランス人の同僚の雇用を奪っていると「ポーランド人の配管工」が引き合いに出された。これらの議論はポーランドで再利用され，そこではウクライナ出身のレンガ積み職人がポーランド人の建設作業員を労働市場から締め出したことになっている。これらのケースでは，我々はそれをグローバル化の結果と見ているのかもしれない。なぜならこれらの動きはグローバル化のメカニズムの一つ―世界的規模での労働の自由な移動―の結果だからである。

同様のケースには，我々の地域にたどり着く競争力がある労働者の代わりに，我々の地域から世界の他の地域への仕事を再配置することが含まれる。それはさまざまな諸国間での費用の格差，とりわけ賃金の格差のために起こることが多い。この意味では，例えば英国人や米国人が，インド，中国，ブラジル，中東欧出身の労働者が生産プロセスのいくつかを引き継ぎ，特定の種類のサービスを供給していると主張しているのは正しい。これが単に（繊維のように）古い伝統的産業に関係するだけではなく，いわゆるニュー・エコノミー（情報通信技術）の機能に関連する最も現代的なサービスにも関係するということに注目することは興味深い。

しかし誰かが解雇されたとして，それがその人が義務を果たすことができなかったか，その意思がなかった，自らの技能を改善することに失敗した，あるいは単に怠け者であったためであれば，グローバル化とは何の関係もないことになる。資本主義市場経済―その固有の，奪うことができない構造上の特徴は，労働力の過剰の発生，すなわち失業である―の無慈悲な力学の作用を通じて職を失うときも同様である。

従って，グローバル化の過程の結果として出現する新しいシステムに，ありとあらゆる困難に対する責任があると考えるべきではない。実際，グローバル化は，個人，社会集団や労働者集団，貿易や部門，国や地域に対して，より多くの機会を与えることがある一方で，より多くの脅威を与えることもある。確かに，グローバルな競争の現在の段階において，高い発展水準に到達している豊かな国―米国やフランスのような経済大国と，フィンランドやニュージーランドのように小さいが高度に発展した開放経済の両方共―は，チャド，モルドヴァ，パラグアイ，あるいはモンゴルのような国よりも良い位置を占めている。多くの要因がそれに貢献している。それには（さまざまな歴史的過程の関数である）発展水準だけではなく，地理的な立地が含まれている。後者はグローバル化の利益において優位に立つことを容易にしうるが，上述の諸国のグループの後者の場合のように，この過程を妨害することもありうる。

II. ポスト共産主義の転換と

ポーランドのケース

　千年もの期間にわたり，ポーランドの地政学はどちらかといえば不運なものであった。我々は，東方から侵入を受けないときには西方からの侵入を受け，あるいは両方の側面がそのままのときにはスウェーデン人が北方から我が国に押し寄せてきた…。現在では，我々は卓越した地政学的位置を保有しており，我々はそれをグローバルな経済ゲームの中で賢明に利用することができるし，またそうすべきである。ポーランドはヨーロッパの中央の位置を占め，拡大しつつある欧州連合（我々は既にその加盟国である）と成長しつづける経済である独立国家共同体（それは市場メカニズムとソ連後の民主主義を採用している）の間にある。このことは，例えばキルギスタンやトルクメニスタンのような中央アジアの旧ソ連諸国には与えられない，いくつかの機会を我々に提供する。我々の有利な地理的立地は，国際的競争におけるよりよい機会に形を変える。
しかしこの機会が適切に利用されていないとすれば―このことはポーランドの東方政策，特にロシアに対するそれが残念ながら示していることではあるが―これは単にこの政策の欠如と判断の不足に原因があるのであろう。我々が一般的なグローバル化の過程の文脈と，特に欧州連合の枠組み内での統合の文脈において，どれだけ進歩をしたとしても，地理的立地は重要性を失わないであろう。近隣諸国との好ましい経済的（技術的，貿易，金融，マーケティング，その他の）関係を発展させることが可能であれば，速やかにそうすべきである。たとえ（購買力平価による）ロシアの国内総生産は約14億ドルと，ポーランドより約3倍だけ大きいのにすぎず，世界の総産出のうち単に約2.7％の源泉にすぎないとしても，この国の潜在力は巨大なものである。 そしてそれが示されるのも，時間の問題である。それ故に，グローバル化の環境（すなわち，自由化，開放および統合）の下でのポーランド経済および企業家精神の一層の拡張のために，この機会を利用すべきである。残念ながら，ポーランドの誤った外交政策がそれを困難にしており，その結果として我々は時間を浪費して，この世界経済の重要な地域（我々にとってだけではない）に浸透する潜在的可能性を失っている。他の者はこの機会を上手く利用することに失敗するであろうという幻想を抱くべきではない。

したがって，グローバル化を，追加的機会と追加的脅威がそこに現れる経済ゲームとして解釈することもまた可能である。その結果として，我々が外国との―またさらには，我々が既にその一部となった「ますます統合された世界経済の他の地域との」―ビジネス，金融，投資，協同組合，政治的および文化的関係に対して，今まで以上により広く機会を与えられることとなる。この状況を利用して歴代つづく心理的・政治的な障害を取り除くのであるが，まず第一には，貿易及び資本移動に関する関税および非関税障壁を撤廃する。新しい経済能力への直接の資本投資を行い，新しい技術，経営管理，マーケティングの能力を満たし，短期金融市場および長期の金融・資本活動に投資されうるポートフォリオ資本を引きつける。政府証券，資本または商品取引に投資された外国資本（つまり世界経済の他の地域で作られた貯蓄）は，財・サービスの価格（従って間接的にはさらに需要と供給に），賃金，そして現在の為替レートに影響を及ぼす。この全ては，広範囲に及ぶ直接および間接の結果を経済および社会の機能に対してもっており，その複雑さは経済生活の多くの参加者や公的討論の演者には理解されない。
為替レート―その国民経済と残りの世界との間の特殊な接触点―に関して，次のような質問はこれまでと変わらずに有効である。何が，何の結果となっているのか。世界の総産出のうち0.84%しかもたらさない，いまだ比較的弱い経済における，強いポーランド・ズウォティ〔通貨〕は，外国資本の流入の結果であり，それ〔資本流入〕はポーランドの通貨への需要を増加させることによって，その価格，すなわち為替レートをも上昇させている。これらのポーランドへの資本流入は，大部分が本質的に投機的なものである。それらはポーランド国立銀行が設定する利子率により助長されている。それは経済的に正当化される水準を越えて引き上げられており，世界の他の地域よりも高い。すなわち短期の投機的資本にとってはより利益となる。そのような利子率の格差はポーランド経済の本質的部分にとって破壊的であり，まず第一に拡張志向の輸出企業にとってそうである。なぜなら過大評価されたズウォティは輸出を利益のでないものにするからである。同じ理由で輸入は安価になり，外国製品の洪水によって国内市場から多くの国内生産者および販売者（造船所から食品加工工場，洋品店，靴屋まで）が駆逐される。その結果，世界経済の他の地域での売上から企業が得た所得は減少している。所得減少は，税収の減少のために，国家及び予算からの受益者にとっては損失を意味する。下請け業者も同様に，納品する財・サービスの需要が落ち込んでいるために損失を出している。連鎖反応はつづき，我々が「ポーランドのための戦略」の開始後の1998年から2001年にかけて，そしてその後再び2004年央に明瞭に見たように（他の理由のためでもあるが），さらに一般的な経済状態にまで影響する2)。

III. ショックから治療へ

　問題の現象は，成長の減速―あるいは「療法なしのショック」の結果として1990年代の初めには景気後退さえも起こった3)―が数年間隔にわたり繰り返される期間として例証され（第1図），あるいは過去数年の文脈においては，2001年初にはスタグネーションとなった成長率の劇的な低下によって，そしてそれにつづくポーランドの「国家財政改革プログラム」4)と結びついた成長の加速，そして残念ながら2004年央以降の新たな損失のダイナミクスとして例証される（第2図）。
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第 1 図   ショックから治療へ   （ ポーランド における 1990 - 2005 年 の失業率および GDP 成長率 ）   （ 注 ） 1 ） 2005 年のデータは、 仮の 評価である。     2 ） 失業率は、古い方法論に 従う 。 ILO の方法論に 従うと 、現在の実際の失業率は約 2 ポイント高い。     3 ） 期間 ： 1990 - 9 3 年 － ショック “ 療法” 、 1994 - 97 年 － ポーランドのための戦略   、   1998 - 2001 年 － 過度の冷却 、 2002 - 04 年 － 国家 財政改革プログラム 。   （ 出典 ）   ポーランド中央統計局    

非常に重要なことで，かつ不幸にも社会的に痛みのあることは，人々が雇用の不足によって，そしてその結果としての継続的に高い失業によって影響を受けるという事実である。債務救済・反－危機パッケージと「国家財政改革プログラム」の開始により，2002年から2003年には60,000社の中小企業（ほぼすべてが民間）の間で根本的な成長の加速が見られ，そしてそれが経済成長率を2001年第4四半期の0.2%から2004年第1四半期の7.0%にまで飛躍させたのにもかかわらず，経済のダイナミクスは結局，再び沈み込んだ。GDPのダイナミクスを2005年の第1四半期には2.1%にまで引き下げたのは，非効率な政府の政策を別にすれば，過大評価されたズウォティの為替レートに原因があった。
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  第 2 図   ポーランド における 2001 － 2005 年 の成長率の 変動     （ GDP 年間 成長率 ・四半期毎 ）     （ 出典 ）   ポーランド中央統計局  

それはすべてグローバル化と関係があるのか。関係はあるが，非難されるべきものは匿名の「グローバル化」ではなく，その国の財政当局および通貨当局，すなわち広義の政府と中央銀行である。国家として，ポーランドは単にそうしたいと思いさえすれば他の通貨に対するその国の通貨の交換率を形成することができる。この影響力は，政府にとっては直接的に利用可能なものではないが，中央銀行にとっては，その憲法上保障された政府からの独立のために，直接的に利用可能である。通貨当局の為替レートに対する影響力は，選択された通貨システム及び実行された政策に依存する。したがって為替レートがポーランドの企業および経済全体の視点から見て逆方向に進化する場合，それに対して責任があるのはグローバル化ではなく，この国自身の政策の誤り，特に非常に高度に独立した中央銀行の通貨政策の誤りなのである。 他の諸国（市場の秩序と世界経済への統合に向けたポスト共産主義のシステム転換にも従事している，新しい欧州連合の加盟国の多くを含む）は，さまざまな方法で，何とかしてこの問題に対処しようとしている。それは，例えば，中国やインドのような経済大国のケースや，チリやマレーシアのように比較的小さな経済のケースと同じである。

国家として，ポーランドはドルの対ユーロの為替レートに対する影響力は全く持たない。世界経済の機能と密接に関係するその水準は，ポーランドの経済全体にとって非常に重要なのであるが。運命の偶然によって（それは農民にとって公平な天候にも似ている），我々は後に，ユーロの対ドルでの増価のために成功した。それは輸出品の地理的および通貨的構造（その増加している部分はユーロで送り状が作られ，帳簿に記入されている）を考慮すると，ポーランドにとって非常に大きな利益となる。別な言葉でいえば，開放され，世界経済に統合しつつある我が国の経済にとって，為替レートの重要性が増大することはグローバル化の避けられない結果であり，またズウォティの他の通貨に対するレートに関する収益性は，良かろうと悪かろうと金融政策―政府の予算（財政）政策および特に中央銀行の通貨政策―の影響である。 

誰でもズウォティの為替レートの軌跡を追い，自分の結論を引き出すことができる。異なる経済アクターにとって，同じレートが異なることを意味する。その人が，輸出企業か輸入業者か，生産者か消費者か，売り手か買い手か，出国しようとする人か入国したばかりの人かによって。相互依存の一方の端で，ある人々の集団にとって大きな機会であるものは，他の集団にとってそのために費用が増加するような追加的なリスクであるかもしれない。為替レートの不安定性，旅行の自由および容易さ，国境の開放―このすべては両刃の剣として働きうるような，その結果をもっている。したがって外国へ旅行する人は，為替レートが下がる前に彼または彼女が支払う場合，この機会から最大限の利益を引き出すかもしれない。他方ではこの状況の輸出企業は，対処することが可能かもしれないし不可能かもしれない，いくらかの追加的費用のリスクを負う。多くの場合，輸出企業はこのリスクに立ち向かうことができず，事業を閉鎖するか破産しなければならなくなり，国の貧困と失業の水準をさらに増加させた。この文脈の中で，再び尋ねることができる。それに関して責任があるのはグローバル化なのか。そうである。しかし全責任がある訳ではない。なぜなら―我々が既に知っているとおり―我々はドルの対ユーロでの為替レートには影響力をもたないが，ズウォティの他の通貨に対する為替レートには影響力をもつ―あるいは正しくは，もつことができたかもしれない。

直ちに次の疑問が生じる。「我々」とは誰なのか。「我々，ポーランド」はそのような影響力をもつが，「我々，政府」はもたないし，「我々，生産者」ももたない。短期の為替レートを形成するさまざまな方法が存在し，実際にはそれらすべては政府から独立した中央銀行の掌中にある。中央銀行があらゆる種類の影響力に対して免除されているということはいうまでもない。なぜならそれは，あるビジネス集団からのロビー活動，ある種の見解，あるいは自分の利益を促進し，自分の目標に従うその他のグローバルな経済実体（国内の経済実体とは限らない）からの圧力に弱いかもしれないからである。所得再分配―この場合では，世界的な―の複雑なメカニズムを見て，相互に関連する利子率および為替レートが展開するときに，誰が得をしそうで誰が損をしそうかということを熟考するとよい。

IV. 弁明者と反対者

グローバル化には多くの弁明者，すなわちその無批判的な支持者がいる。それらのうちには一種のグローバル市場原理主義者と見られる人もいれば，グローバル化が十分に利益となる人もいる。また明らかに，グローバル化にはそれと同時に多くの反対者や非難をする人もいる。時々，同じ著者が両方の役を演じるということも起こるが，ジキル博士とハイド氏のようにではなく，現象の長所・欠点と異なる代理人にとってのその含意との間のバランスを保とうとすることによって起こる。最近出版される書物には，グローバル化を絶賛するものだけではなく5)，それを非難するものや6)，現代社会により大きな不平等をもたらし社会的疎外の幅の拡大をもたらす自由市場および自由な資本移動に批判的なものもある。あらゆる討論におけるのと同じように，賞賛する人もいれば批判する人もいる。潜在的な，あるいは実際の経済的利害の衝突を考慮に入れさえすれば，理解することは困難ではない。 

裕福な欧州連合諸国において，ポーランドあるいはその他のスラブ諸国からの有資格の看護婦に対するより多くの数のニーズがある場合には，あるいはアメリカにおいて，インドあるいは中国からのコンピューターのプログラマーに対するニーズがある場合には（そして，アウトソーシングが十分でなければ），この種の人間の移動は受入れ国に歓迎される。フロリダまたはカリフォルニアの地で働くハイチあるいはグアテマラからの未熟練労働者をより多くもつニーズがある場合には，この種の人間の移動は，同様に季節的に受け入れられる。同じことは，中東において，パキスタンまたはバングラデシュのような南アジア諸国から多くの人々がアラブ首長国連邦，サウジアラビアの建設現場で働くのが，もしくは南アフリカとボツワナで，より遅れたモザンビーク，ザンビアおよびジンバブエから数百万の人々がそこに到着しようとしているのが明白に見られる。ただ単にそこでの生活水準がより高いというだけである国へ移住したいという人の場合には，ダブル・スタンダードは非常に素早く作用しはじめる。「我々」は豊かな国々へ旅行したいが，貧しい国々から「彼ら」が我が国へ来る場合にはそれを好まない。地球村，あるいはより正確に言うとグローバル・シティの我々の地域においては，我々はポーランド人の労働力の移転に関するあらゆる制限を廃止することを欧州連合に期待している。しかし，例えばウクライナまたはカザフスタンの出身者が統合を欲する場合，すなわち移住してきて我が国で彼または彼女の運を試すことを望むとき，我々は多くの制限を適用することを躊躇しない。またこの種の問題は―機会か脅威かは，大局的視点に依存するが―それが開放，自由化および統合，すなわちグローバル化のことになると，広範囲に及ぶ。

多数の支持者と荒々しい反対者の流入は，どこから来るのだろうか。その事実から，グローバル化を，世界大の資本主義の大勝利にほかならないと見るのとはまた別の方法で見ることができる。グローバル化は世界大の資本主義である。それは，社会主義や共産主義ではないし，計画経済ではない。またスカンジナビアの意味での社会民主主義における社会的市場経済でもない。それは極めて残忍で，自由で，強欲で，攻撃的な資本主義であり，この時期はほぼ世界大の範囲となっている。それは世界的な競技場の上で動いている。
もちろん，状況は非常にダイナミックであり，そして多くのことが，一方向だけにではなく変化する。それは変動しているのである。グローバル化は，それが進化，発展して，拡大，成熟するのが理にかなうような過程である。それは，永続的な動きの軌道に乗っている。大部分は，しかしながら，前方に向かっている。従って，別の興味深い疑問が生じることとなる。厳密に経済的な視点から見ると，我々は既に一つの統合された世界大の経済と関係があるのか。このことは，事実上我々が世界に一つの市場をもっており，それは世界経済の均衡点で交差する一本の供給曲線と一本の需要曲線をもち，その方法で一つの世界的な価格が設定され，その市場が清算されるということを暗示するであろう。しかしながら，これは事実ではない。コーヒー魔法瓶を例にとってみてみよう。現実の世界では，この製品について多くの地方および地域的な市場があり，従って多くの供給曲線と需要曲線も存在しており，これらの地方および地域の市場を清算することが可能であり，そして世界市場を清算することができないような，多くの均衡価格が存在している。

理想的な―しかしもちろん「非現実的」であるような―「世界経済」においては，一つの市場清算価格があるにちがいない。したがって，すべてのコーヒー魔法瓶は同じ費用を要する。なぜなら完全市場のメカニズムがそれを保証するからである。いったいそのような統合された市場は存在するのであろうか。確かにいくつかは存在するが，極めて少数である。なぜなら一般に我々は未だ典型的な地方市場に関与し，そこでは地方の顧客が自分の需要を宣言し，それが地方で売られる財や地方で提供されるサービスの価格を決定する。現存する少数の世界大の市場の中には，原油市場がある。それはボーイングとエアバスのための1つの市場がある航空機のように，極めて特殊なハイテク財のいくつかと同じように，（物事を少し単純化すれば）世界中で一つの価格をもつ（同質の製品について。輸送費を除く）7)。

グローバル化は，あらゆる物がどこでも同一の価格をもつとか，あらゆる物をどこででも生産して売ることができるということを示唆してはいない。それは完全に「グローバル化された経済」の中では，事実であるかもしれない。もし，（グローバルな）会社が次のようでありさえすれば。

・顧客が最大の価値を得る場所で売却する

・資本をそれが最も豊富な場所で獲得する

・最も費用効果が高い立地で資源を見つける
・最も便利な場所で生産を組織する
それはまだ現実的ではないが，この四つの法則にしたがって行動しているグローバルな会社は既に存在している。

そのような「理想的な世界経済」とは異なり，我々がそれとともにあり，そしてその中で行動する実際の世界経済は，ある特定の生産および分配のメカニズムの作用にのみ関係する。仮に，例えば魔法瓶，あるいは最近ではiPodやデジタルカメラが，ワルシャワでは北京よりも高価であるということを示すことが可能であれば，時がたてばそれらは後者の都市で生産され，前者の都市で売られることになるのは確実であろう。自由な市場，情報の流れ，輸送費の低減，そして交換可能な通貨が，これを可能にする。

しかしながら，長期的には，結局，この手続きは，利益と所得の関係と同様に，財の費用と価格に影響を及ぼし，財の流れと並んで資本の流れをももたらす。またこれらは，それらの能力，文化および―例外なく―技術と共に，人々の流れを伴うことが非常に多い。財（魔法瓶，パソコン，自動車，あるいは航空機）を送る代わりに，工場全体が移動させられている。それは（魔法瓶，パソコン，自動車，航空機を生産する）新しい工場が建設されることを意味する。したがって，アメリカの道路を走るBMWの全てが，その名前（Bayerische Motoren Werke：バイエルン・エンジン製造）が意味している通りに，ドイツ（バイエルン）で生産されているとは限らない。その製造者がアメリカにも工場を建設したからである。今日では，25年前のように海を横断してアメリカに到着するトヨタ車はほとんどない。なぜなら，自動車を輸送する代わりに，資本，技術，ノウハウおよびマーケティングをアメリカや他の場所に移したためである。今日では，カリフォルニアや英国で売られているデルのパソコンは，3つの大陸上の400社の企業によって製造された部品から組み立てられている。それはグローバル化の現段階でなければ可能ではなかったであろう。

これらの過程で捕らえられ，そしてグローバルな労働部門（資本の所有者，生産者，販売者および消費者）にいる人々は，自分自身の機能，有用性を最大化している。そして資本の収益は成長し，また顧客の満足度も拡大している。したがって，関係者は皆，グローバル化の効果に満足できるのかもしれない。しかし，同じ機会に直面している誰か他の者が資本を失ったり，世界的な競争に対処することができなかったり，市場で自分の製品またはサービスを確立することができないような場合には，彼または彼女は不満を抱き，そして不平を言うべき実際上の理由が十分にある。

それゆえに，この過程の複雑さ―それ自体は良くも悪くもなく，多くの異なる要因に依存しており，その〔要因の〕相対的な重要性は一度では評価できず，結局のところ相矛盾する社会的利益の網の最初のもつれをほどくことなしには評価できない―を見抜くのに失敗する一方でグローバル化を賞賛する人々は，一般に弁明者か観念論者になる傾向がある。経済学及び政治学においては，資本主義は全ての中で最高かつ最も効率的なシステムであり，全ての逸脱や病理はその本質に起因するのではなく，不適当な政策（とりわけ左寄りか社会的問題を強調するもの），外的なショック，あるいは無能なリーダーシップに起因して発生するのだと考える，この種の人々には事欠かない。

チャーチルがかつて観察したように，民主主義には欠点があり，制御するのが容易ではないため，扱いにくいものとなっているかもしれないが，それよりよいシステムはいまだ考案されていない。ところで資本主義についても同じことがいえる。それは多くの欠点があるが，これまでのところ，それよりよい何かを見出した者はいない。そのような意見が，グローバル資本主義の機会を最も有利に利用している国々の哲学者，経済学者，政治家，そしてビジネスマンからかなり多く得られるのは偶然ではない。明らかに最大の勝利者は，経済的及び政治的に最強の諸国である。その資本資源，とりわけ人的資本の質は，グローバルな構造の中における巨大な競争優位の源泉である。市場経済の制度の強さが，さらにこの結果を補強している。

これらの諸国は，開放，自由化，民営化，新しい市場および新しい労働供給への接近に由来する追加的な機会を，より容易に利用することができる立場にある。そしてもちろん，それらは進行中のIT革命および非常に大きな技術進歩への十分な利点をも活用することができる。しかし，そこにおいてさえも，世界的資本主義およびグローバル化に極端に反対する見解，意見及び書物に頻繁に出会うことができる。「資本主義」という言葉はそれ自体，以前はより容易に使用されていた。今日，我々は，「グローバルな市場」に関して話すことを好む。「共産主義」あるいは，より稀な「社会主義」とは対照的に。方法論的には，我々は「市場経済」対「計画経済」，あるいは「資本主義」対「社会主義」に関して話すべきである。 我々は既に，資本主義―それは現在は世界的資本主義となっている―は異なる顔をもつという事実に気づいているはずである。それはさらに変化しかけており，そしてすでに批判に直面して変化している。しかしながら，正当化された批判の中には，多くの不合理な非難も存在しているし，他の批判の中には，反グローバル主義者および修正グローバル主義者によって，根拠がないか，たいていは実行可能な代替的方針もなく語られるものもある。資本主義市場経済は，社会主義的計画経済と比較して，これまでのところその高い効率性が証明されたシステムである。しかしながら，それはまだ多くの側面において欠陥がある。これが，（世界）資本主義の「人間の顔」のための努力が継続しなければならず，そして継続していくであろう理由である。

V. 人間の顔をしたグローバル化か

獰猛な資本主義を備えたグローバル化か

人間に関する公正さと真実を示すことと同様に，それ自体だけではなく，効率性，拡張性をも考慮すると，グローバル化は生き残ることができるだろうか。グローバル化の「人間の顔」は存在するのであろうか。そのようなものを探し求めることは理にかなっている。 議論と適切な政策を通じて，発展過程におけるこれらの非常に重要な社会的側面を探索しつづけることが必要である。なぜなら，確実に，これは歴史の終わりではないからである。歴史の最も興味深い部分がたった今，はじまったところである。 フランシス・フクヤマは，歴史の終わりを宣言したかもしれないが，彼は間違っていた（彼自身が最初からわかっていたように）8)。 またレーニンもそうである。既に90年前に，帝国主義が資本主義の最高段階だといったときに9)。もし彼が今日生きていたとしたら，彼の著作は恐らく次のようなタイトルになるであろう。「資本主義の最高の段階としてのグローバル化」。しかし，彼は再び誤ることになったであろう。この段階もまた「最終」ではないからである。別の段階がつづいていくであろう。発展は進み，矛盾は供給不足になることはない。なぜなら，世界は変化しているからである10)。
したがって，グローバル化は，歴史的な発展の結果として，そして世界的な資本主義システムの勝利として，この事実からのすべての結末とともに出現する。何がこの現象の結果になるのであろうか。このシステムは公正か，それとも公平でないか。その実績と拡張は，どのように生産のダイナミクスと職場における生産能力成長の配置に影響するのであろうか。体制転換，統合およびグローバル化の過程が引き金となったメカニズムは，そうでないケースよりも，より高い成長のダイナミクスに貢献しているように見える。平均すると，グローバル化がなかった場合よりも，産出はより急速に成長する。その結果として，我々のすべて―すべての人類のことであり，ある地域あるいはある国の住民だけではない―が平均してより良い生活を送ることが起こる。しかしながら，次のことに関して，疑問が即座に生じる。誰がこの改善に含まれるのか。我々のうちのどのくらいの数が，どこで，そしてどんな方法でよりよい生活を送るのか。我々のうち半数か，あるいは過半数か。誰が多数派で，誰が少数派なのか。我々が見つけた答えは，グローバル化によって深遠なる影響を受けた一世紀の最後の四半世紀に，多くの異なる理由によって，人間性の経済的階層化が増大しているということである。

よい例を，ボツワナが提供する。ボツワナは過去40年間の成長率が年平均10%にも達したアフリカの国である。一方で隣接するコンゴでは5000万人以上が極度の貧困の中で暮らし，マイナスの成長率が観察された。別な言葉で言えば，そこでは今日の生産と消費の水準が，1965年および残酷なベルギーの植民地主義の最終年よりも低い。この嘆かわしい状況は，グローバル化に原因があるのだろうか。そのようなことは断じてない。それは，ちょうどボツワナにおける進歩がそうであるように，地域，地方および国家の要因に起因しているが，主として，何年間も経済政策が従う国家の指導者に由来している。コンゴでは，同じメカニズムを通じて状況はひどく悪化した。すなわち政策は，この度は，数年間の政府の腐敗，マクロ経済の誤った管理，そして不幸にも，このときまでつづいた多数の軍事衝突および民族紛争によって支配された。最近では一定の進歩があるが，グローバル化と相通じるものはほとんどない。

このような例は数多く存在している。ここで脱線をさせていただくと，経済学を習う間，そしてより重要な，経済政策を行う間には，理由と結果，メカニズムと顕在化しているものを区別することが常に必要となる。また，特に政治学と開発政策においては，目的と手段とを混同してはならない。このことを理解するのに失敗すると，政治家の側では開発の妨げとなり，また科学者の側では混乱を生じさせる。仮に誰かがそれを理解できなければ（そして確実にそれが最後ではない），彼らはそのような問題はいくつかの不可解な現代の疫病を原因として起こるのだと，大衆に語る。次のような目標と比べて不適当な経済政策について語るのではなしに。失業の解消，競争性の増加，知識に基づいた経済での足場の獲得，粗末な産業基盤の改善，成長促進的であると同時に周縁化と社会的疎外を制限する予算の構築，あるいは貨幣の安定化および拡張促進的な為替レートの達成。

このすべては達成することが必要で，かつ可能でもあるが，グローバル化の状況下で行われなければならない。このように，経済過程のグローバルな次元を考慮に入れると，よい経済的実践には正しい経済理論が不可欠である。最近の数十年間で所得格差が再び拡大してきて，金持ちがより裕福に，貧乏人がより貧しくなっている事実を説明するのは，本当にグローバル化なのか，という疑問が生じている。これは事実ではないし，そのような仮定が誤りだと私は考える。それは，次のようなグローバル化の反対者によって提起される主張である。すべての事実を十分には知らず，実際には態度を表明する資格がない者であるか，あるいはこの主張を誤りと信じているにもかかわらず，ご都合主義のために何とかしようとする者であるか。あるいはその両方であるか。 

それでは，何が真実であるのか。グローバル化は，多くの国々における，資本移転の配分メカニズム，貿易，自由化，そして資産民営化によって，最も裕福な集団の利益が，最も貧しい人々および国々の収益よりも速い成長を引き起こすような状況に有利に働く。いくつかの例外はあるが，それらはグローバル化とは結びついていない。その有り様は，仮にある代理人が可処分資本を100単位もっており，ほかの誰かが10単位しかもっていないとする。数回の生産サイクルの後で，前者が例えば80％の利益を達成したとすると，今は180単位をもつことになる。一方で後者は（それが国でも，部門でも，企業でも，社会的集団でも，家族でも，何でもいいが）約20%だけの増加を得たとする。したがって，最初の10：1の割合は，拡大して15：1になるであろう。この種の結果は，グローバル化に反対するケースを作るために，多くの場所で何度も使用されてきたが，しかしながら，両方の代理人は利益を増加させている。これは確かに両方が勝者（Win-Win）となる状況であるが，このゲームにおけるより小さな賞の獲得者は，しきりに自分自身を敗者と見なしたがる。しかし，彼または彼女は敗者ではない。 

そのような答えは，具体的文脈の中で取り扱われるべき別の疑問を直ちに示唆する。我々は最高の成長が，最底辺層の相対的に低い成長を犠牲にして達成されたのでないかどうかを確認しなければならない。それは不公平な分配を示すこととなる。あるいは後者の物質的状態の改善が，最初の集団の所得の実質的増加によって可能となったのかもしれない。たとえば，より大きな効率性，企業家精神あるいは革新を通じて全体の所得が押し上げられたおかげで。その場合には，そのような発展は歓迎すべきものである。格差の拡大のためではなく，所得の増加と多くの人々の生活水準の改善を伴うためである。残念なことに，これが必ずしも当てはまるとは限らない。さらに悪いことに，世界には改善が起こらない全体として大きな領域が存在している。再度繰り返すと，グローバル化はここでは唯一の容疑者ではない。あるいは，多くの場合には，全く既存の事態とは何の関係もない。
アフリカの状況は，この文脈の中で特別の注意を要する。その大陸を単に貧困と周縁化を伴うそのままにしておくべきではない。アフリカをその発展について配慮するとともに，世界の経済的交換の軌道に漸進的，継続的に引き込むことは，現代の世界にとって最重要課題である。「アフリカのための委員会」の標題の下で導入された，英国のトニー・ブレア首相およびゴードン・ブラウン大蔵大臣の提案は，非常に有意義であり，特に世界で最も豊かな国々であるG8グループで2005年に英国が議長国を務める観点からそうである。英国はさらに2005年後半には欧州連合の議長国を務める。仮に英国民が，物事はこれ以上この調子ではつづかない，といっているのであれば，そして世界の最貧国の持続不可能な債務を帳消しにする準備ができているのであれば，アフリカ―8億人以上の住民をもち，その多くが極貧のうちに生きている大陸である―とその他の新しい素晴らしい世界の中で最も悲惨な地域に対する構造的援助の行き詰まりを克服する機会が開かれるように見える。
VI. 物事はもう少しこの調子で

つづくのかもしれない

多くの人々が長い間，「物事はこれ以上この調子ではつづかない」と言っているが，世界中では未だに10億人以上の人々が1日当たり1ドル未満で生活している。アフリカでも他のどこかでも，何百万もの子どもが空腹のまま眠りにつく。また毎年数百万の人が餓死している。これは空想ではない。現実に起こっていることだ。これが現状である。世界経済は出現しているが，しかしそれは（本質的に自律的な発展メカニズムの生成に関する問題を解決する，あるいは，そのようなメカニズムが出現するまで，世界のより豊かな部分からより貧しい地域及び国への適切な資金の再配分を提供するような）政治的取り決めを欠いている。また，アフリカの1人の子どもの命を救うにはロンドンでの風船ガム1個の半分相当で足りるという主張は，ポピュリズムとは何の関係もない。それは，世界経済における歪みがどれくらい大きいか，そして仮にグローバルな観点から見ると所得配分がどのくらい不公平であるのかを示している。
したがって，仮に英国が最貧国のために一方的に負債の帳消しを提案し，それを実行すれば，他のすべての国は先例に従うであろう。その後，増加した投資支出は，今後数年間に，（それなしでは世界経済の多くの遅れた部分では発展を達成することができない）産業基盤へと向けられるに違いない。外部源泉からのその支出の一部は，人的資本にも，とりわけ教育と公衆衛生に，投資されるに違いない。同時に，そのような援助を保証することが必要である。なぜなら，人道主義的性格の議論は単に短期の印象を与えるのみであり，実践的な結果をもたらすことがほとんどないからである。同様に，アフリカのパートナーは，またラテンアメリカ，アジアの一部，そして東欧および旧ソ連のポスト共産主義諸国の中で最も貧しい地方にとってもそれは真実であるが，彼らの側の課題を実行し，腐敗との活発な戦いを始めなければならない。同様に，チェチェンから中東，ダルフール，リベリア，コンゴ，北ウガンダまで，軍事衝突と民族紛争に終止符を打たねばならない。
世界が「人間の顔」を探すのか，あるいは，過度の社会的ストレスが引き金となって起きた革命に身を投じるのか。それは，未払いの負債，過度の富の格差，大量の失業，あるいは植民地時代から継承し，悪い支配により悪化した貧困のような，大規模な問題に対処する我々の能力にかかっている。単に「コースに留まりつづけること」によって，継続的な成長を保証し，次世代かその次の世代にわたり世界的な規模でその結果を共有するような，どんな単純な方法も私はしらない。結局のところ，留まるに値する健全な「コース」というものは存在しない。それは成功できないばかりではなく，成功するはずがない。なぜなら，現在の新自由主義の「開発モデル」は，市場の見えない手の奇跡的な力と，「トリックルダウン〔浸透〕型」経済政策への素朴な信頼に基づいているが，経済的には非効率で，社会的には不公平で，政治的には持続可能ではないからである！そのような状況は効率性と経済成長に反する。端的にいうと，それは危険なのである。したがって，それは爆発を引き起こすに違いない。それは単に時間の問題にすぎない。そのような爆発は，次のような形をとるかもしれない。貧しい国々だけでなく豊かな国々も阻止することができない統制されていない移民の波，あるいは大都市での暴動，あるいは経済的に動機づけられたテロリズム，そしてもちろん，エネルギーおよび環境の危機。どの順序およびどの割合で見られるかは，今後の課題である。そして，我々はそれを見るであろう。恐らくは，すべてのものがわずかにあるであろう。
しかし，これらの脅威と挑戦に対する肯定的な応答もまた存在する。特に世界的規模での政策のよりよい調整は不可欠である。今までのところ世界経済は出現しているが，「世界政府」がまだ出現していないからである。これは，そのような政府が発展しそうであるということを意味するのだろうか。そのようなことは断じてない。この種の期待は非現実的なものであり，また，世界の経済大臣，世界の金融大臣，世界の福祉大臣あるいは世界中央銀行の創設を要求することに意味はないであろう（そのような地位の応募者には不足がなかったとしても）。
世界は極めて細分化され，そして妨害されているので，世界を支配できる人は誰もいない。にもかかわらず，それをよりよく理解し，それをよりよいものと交換するために自分自身の最善を尽くそうとすることは可能である。世界は，グローバルな規模でのよりよい政策協調を必要としている。我々は，この課題を取り扱うために適当な組織，制度および道具をもっているのだろうか。我々は，必要が生じた場合，テロリズムとの戦い，マネー・ロンダリング（資金洗浄），移民，温室効果および気候温暖化，あるいは金融危機の緩和のような異なる問題への共通のアプローチをいくらかでも調整することができる。しかしながら，これらの政治メカニズムは失敗することも多いということがわかる。それゆえに，我々はグローバル化時代の新しい挑戦に直面している。我々がそれらを適切に扱わなければ，世界は大災害に向かって進むであろう。来るべきその年の主要な挑戦は，新しい世界の制度的秩序の構築である。それは徐々に，そして平和的に，既存の世界の制度的混沌に取って代わるであろう。 
グローバル化について話すときには，我々はそれと同時に利益についても話しているということを心に留めておくべきである。これは，世界全体だけではなく，我々の身の回りの環境にも関係する。ここでもまた，「物事はこれ以上この調子ではつづかない」と聞こえてくるかもしれないが，我々はそれらがこれから長い間そのままでとどまるであろうことを知っている。興味深いことに，このすべては機能する議会制民主主義という状態で起こる。しかし，民主主義は，世界では確固たる足場を築いていない。資本主義が勝利を収め，市場はますます自由化される，しかし結局のところ，民主主義は普及しているようには思われない。また，それがこの惑星上のかつてないほど多くの部分でそれが機能しているとしても，世界全体としては民主主義ではない。仮に世界経済の既存の制度配置が，それらは非民主的ではあるが，我々を苦しめる上述の大問題を解決する機会を提示しさえすれば，これは心配の種ではないかもしれない。残念なことに，それらはそうしない。 

我々は世界では投票を行わない。我々は単にビジネスを行う。そして戦争はビジネスを行う方法の一つである―それがすべて民主主義を導入するためと，我々はいうのではあるが。真に偉大な政策は，世界的な支配，あるいは誰が誰の側に，いかなる理由によってつくのかに依存すべきではない。経済のグラウンド上での，大きな社会問題の解決にのみ依存すべきである。したがって，来たる数年および数十年間において，我々は継続的にメカニズムと道具を作成し，そして地域レベルだけでなく世界的規模でのそのような問題を解決するための自分自身の能力を向上させなければならない。それゆえに，我々は今，以前とは全く異なる，21世紀の大きな挑戦に直面している。それは，インターネット，電気通信，遺伝学あるいはバイオテクノロジーと関係する大きな技術革命に由来し，世界を以前とは全く異なる位置に置く。
そしてグローバル化は，長い間，もしかすると永遠に，議論と論争の主題でありつづけるにちがいない。政治的奮闘と知的格闘は，我々が「我々の世界」と呼ぶビジネス全体を支配する，経済と政治のメカニズムを理解する最善の方法を見つけるまで，つづけられるべきである。その後で，我々は価値を正確に定義し，対話を通じて採用された開発目標を実行に移す方法を見つけるべきである。これはすべて非常に困難である。しかし，不可能ではないことは確かだ。
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注


* 本論文は，2005年10月14日に北京で開催されたアジア教育フォーラムでのDistinguished Lectureを基礎としている。


** コウォトコ教授は，ポーランド経済の転換という困難な課題において重要な役割を果たしてきた。1989年には歴史的な円卓会議の議論に参加し，1989－91年にはポーランド政府の経済評議会の一員であった。1994－97年には第一副首相兼財務大臣としてポーランドをOECD加盟に導いた。2002－03年には同じ地位につき，経済を急成長の経路に回復させ，ポーランドとEUの統合過程において重要な役割を果たした。研究においては，開発政策のほか，グローバル化とポスト社会主義の転換に関する理論的及び実践的問題を扱っている。彼は移行・統合・グローバル化経済研究センター（TIGER：www.tiger.edu.pl）の創設者でディレクターでもあり，ワルシャワのコズミンスキー・ビジネススクール（WSPiZ：www.kozminski.edu.pl) の講師でもある。米国のエール大学，UCLA，ロチェスター大学でも教鞭をとっている。コウォトコ教授は著作及び編著が35冊あり，300以上の研究論文が23ヶ国語で出版されている。うち約150は英語で書かれている(www.kolodko.net)。


1) Kolodko (2001) 


2) 長期の経済成長の条件と分岐についての更なる情報は，Kolodko (2005b)を参照。


3) ポスト共産主義の大転換の政治経済学については，Kolodko（2000）（コウォトコ，2005年）を参照。


4) 「国家財政改革プログラム」は2002年後半から2004年初まで実行されたが，政府の政治的コミットメントを欠いたものであったために，それは限定的なものに終わった。Kolodko (2004)を参照。


5) Wolf（2004），Bhagwati（2004），Norberg（2003），Kolodko, Grzegorz (ed.)（2003）を参照。


6) Hutton and Giddens (eds.)（2000）Stiglitz（2002）Kolodko (ed.)（2005a）を参照。


7) 確かにこれは，過度の単純化である。様々な理由のために。政治的な性質で，原油は買い手によっていわゆる自由な世界市場においてよりも安くなる。このようにアラブ諸国は他のアラブ諸国から「世界価格」以下で原油を購入している。ヴェネズエラはキューバに米国向けよりも相当安く売却している。同様に，ロシアはガスをベラルーシにウクライナ向けよりも低価格で供給している。


8) Fukuyama, F.（1992）を参照。


9) 90年前に書かれたレーニンの有名な著作は『資本主義の最高の段階としての帝国主義』と名づけられている。� HYPERLINK "http://www.marxists.org/archive/lenin/" ��www.marxists.org/archive/lenin/�works/1916/


imp-hscを参照。


10) 世界がフラットになってきているとさえ主張する者もいるかもしれない。優れた本であるFriedman（2005）を参照。
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第 1 図   ショックから治療へ   （ ポーランド における 1990 - 2005 年 の失業率および GDP 成長率 ）   （ 注 ） 1 ） 2005 年のデータは、 仮の 評価である。     2 ） 失業率は、古い方法論に 従う 。 ILO の方法論に 従うと 、現在の実際の失業率は約 2 ポイント高い。     3 ） 期間 ： 1990 - 9 3 年 － ショック “ 療法” 、 1994 - 97 年 － ポーランドのための戦略   、   1998 - 2001 年 － 過度の冷却 、 2002 - 04 年 － 国家 財政改革プログラム 。   （ 出典 ）   ポーランド中央統計局    
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第1図　ショックから治療へ

（ポーランドにおける1990-2005年の失業率およびGDP成長率）
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（注）1）2005年のデータは、仮の評価である。 

2）失業率は、古い方法論に従う。ILOの方法論に従うと、現在の実際の失業率は約2ポイント高い。 


3）期間：1990-93年－ショック“療法”、1994-97年－ポーランドのための戦略 、


1998-2001年－過度の冷却、2002-04年－国家財政改革プログラム。

（出典） ポーランド中央統計局
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第2図　ポーランドにおける2001－2005年の成長率の変動 

（GDP年間成長率・四半期毎）
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（出典） ポーランド中央統計局











